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令和４年度 東京都立板橋有徳高等学校全日制課程 学校経営報告  令和５年３月３１日 

１ 数値の経年変化と今年度（令和４年度）実績 

項 目 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度実績 
教員相互の授業参観延べ
回数（回） 

１２１ △１８１ △２８０ ▼１５９ 

授業満足度（％） ７１ △７５ △８０ △９０ 
GTEC CEFR A2 以上
(１年) （人） 

１００  

(R) １４  (R)△１９ 

GTEC CEFR A2 以上
(２年) （人） 

(R）２９  (R)△３０ 

GTEC CEFR A2 以上
(３年) （人） 

（R）７１  (R)△６３ 

英検準２級以上取得者数
（人）※ 

３２ ▼１６ △３９ ▼１４ 

夏 期 冬 季 講 習 時 間 数  
（時間） 

４０３ ▼１３５ △２５０ △２６８ 

生徒の１日平均学習時間 
（分） 

１３６ △１５４ ▼９３ △１０６ 

大学入学共通テスト 
全国平均点比（％） 

センター試験 

国８１．０ 

数ⅠA６８．８ 

英７１．３ 

▼国７５．６ 

▼数ⅠA６１．６ 

▼英６７．０ 

△国８０．３ 

△数ⅠA８４．３ 

△英７１．５ 

現役進路決定率 （％） ９３．７ ▼９０．４ ▼８９．６ △９１．１ 
４年制大学進学者数 
(現役)（人） 

１４７ △１４９ ▼１２０ ▼９７（学級減） 

私立大学（早慶上智理科）
現役合格者数（人） 

１ １ ▼０ △１ 

私立大学（ＧＭＡＲＣＨ）
現役合格者数（人） 

１ １ １ △３ 

私立大学（成成武明学）  
現役合格者数（人） 

４ ▼０ △２ △６ 

私立大学（日東駒専）現役
合格者数 （人） 

９ △１２ ▼７ ７ 

就職者数（うち公務員数）
（人） 

９(２) △１２(１) ▼１１（２） △１５（２） 

一日あたりのクラスの 
平均遅刻者数 

２．６５ △０．８ ▼１．３ ▼２．０ 

特別支援教育に関する 
委員会の開催回数（回） 

３ △４ △１１ △１３ 

統一体力テスト全国平均
比（％） 

男子 ８６．２ 

女子 ９０．４ 
未実施 

男子 ８３ 

女子 ８３ 

男子 ▼８２．５ 

女子 ▼８０．７ 

部活動加入率（％） ８０ ▼７８ △８３ △８３．３ 

学校満足度（生徒）（％） ７６ ７６ △７９ △８１ 

学校満足度（保護者）（％） ９４ ９４ ▼８９ △９０ 

部活動満足度（生徒）（％） ４４ △５７ ▼４９ △６３ 
生徒会活動満足度（生徒）
（％） 

５４ △６０ ▼５０ △６５ 

文化祭来場者数（人） １５７ 未実施 非公開 
入場制限（中 3及び
保護者等） 

学校説明会等参加者数 
(本校実施分)（人） 

１，３２８ ▼７２８ △８６５ △１，１７５ 

中学校進学対策委員会 
志願倍率（倍） 

０．９５ ▼０．６４ ▼０．５９ △０．７２ 

入学選抜応募倍率(推薦)
（倍） 

２．０８ ▼１．７３ ▼１．３３ △１．７３ 

入学選抜応募倍率(第一次
募集)（倍） 

１．１２ ▼０．８２ ▼０．７９ △０．８９ 

ホームページ更新回数
（回） 

１２１ △１７１ △２５０ △３５５ 

一般需用費のセンター 
執行率（％） 

５５．６ ▼４８．４ △５２．４ △５９．３ 
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２ 今年度の取組について（成果と課題を含む） 

１ 令和３年度「中部学校経営支援センター特別指定校」としての取組 

～生徒の「学ぶ意欲」を喚起し「学力を向上させる」質の高い授業の実現～ 

（１）授業力向上のための取組 

  全教員が、年２回以上学期末等に生徒による授業評価を実施した。 

  ６月と１１月にキャンペーン期間を設定、その他若手教員研修等も活用して教員相互の授業参観を実施した。 

  ２年次生の修学旅行前後の期間と重なり、回数が前年度より少なくなったため、次年度は時期の設定に工夫 

が必要である。 

  全教員が年２回、１学期及び２学期に授業の自己分析・振り返りを行い、授業改善に努めた。 

   １６名の教員が大手予備校主催の教員セミナーへ参加し、学習指導の充実に結び付けた。 

    それらの取組を経て、学校評価における授業満足度が９０％に向上した。 

（２） 新学習指導要領実施に向けた校内対応 

１１月までに５回教科主任会を開催し、観点別学習状況の評価の検討・実施・課題の洗い出しを行った。 

また、１月には指導部主任指導主事を招聘し、校内研修を行った。 

（３）国語科で東京 NIE 推進協議会の主催する「一緒に読もう！新聞コンクールに 1年次・２年次の生徒全員が

取り組み、学校として「優秀学校賞」を受賞し、２名の生徒が優秀賞を受賞した。 

（４）新入生への学習支援 

  一人 1台端末の導入を機にスタディサプリを導入し、動画視聴や週末課題等で諸機能を活用した。 

  基礎力不足の生徒を対象に、国数英の放課後学習（各教科週１回、校内寺子屋事業）を実施した。 

  これらの取組を継続できるよう、組織体制を整備していくことが課題である。 

  生徒の１日当たりの平均学習時間は１０６分となり、目標を上回った。 

（５）生徒の進路実現に向けた支援 

  ベネッセハイスクールオンラインのデータを活用し、個別指導を行った。 

 小論文指導講座（オンライン）を全教員へ配信し受講を促進した。 

  ６月に進路アドバイザー制度に関する進路部主催の研修を実施した。 

  土曜特訓を年１５回実施し、夏期と冬期には目標を上回る２６８時間の講習を実施した。 

  夏季休業期間から看護・医療系希望者対象の小論文及び面接指導を徹底して行い、都立看護専門学校５名を

含め、希望するすべての生徒の進路を実現した。また、夏季休業期間に就職希望者を対象と面接指導を実施

し、すべての生徒が希望する企業等に内定した。全体としての進路決定率も９１．１％と目標を上回った。 

  今年度卒業生は１学級減ではあったが、特に大学に関しては、早稲田に１名合格したほか、GMARCH に  

３名、成成武明学に６名とそれぞれ過去４年間で最高の現役合格者を輩出した。 

  土曜特訓や講習等の運営に当たっては、今後導入される都教委の新規事業との棲み分けを明確にし、教職員

の働き方改革を念頭に入れつつ、生徒にとって効果的かつ有意義な土曜日や長期休業期間中の使い方を模索

していくことが求められる。 

 

２ 安心して通える学校づくり 

  「生徒支援委員会」を毎月開催する他、ケース会議や精神科医による研修会を含め、特別支援養育を含めた

生徒の抱える様々な課題に関する会議を年に１３回開催して具体策を検討し、対応に当たってきた。今後は

校内での情報共有と医療・公的機関等との連携が益々重要になってくる。 

 

３ 特別活動の充実 

  感染症対策を踏まえ、学校行事等特別活動を通常に近い形で実施した。 

４月に３年次生が沖縄で二泊三日、１１月に２年次生が東北で三泊四日の修学旅行を実施した。 

６月に全年次合同の体育祭を実施した。９月の文化祭は中学生や保護者等に公開して実施した。 

  夏季休業期間に、書道部とラグビー部が合宿を実施した。 
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  書道部及び箏曲部が東京で開催された第４6 回全国総合文化祭に出場した。本校３年次生徒が書道部門の 

東京都代表として開会式に出席した。 

部活動推進校の指定を受けている書道部では、２，３年次生徒が教育委員会賞を受賞し全国大会に出場、  

３名の生徒が日本一になるなど、多数の表彰を受けた。 

部活動加入率は８３．３％、学校評価における生徒の学校満足度は８１％、部活動満足度は６３％、生徒会

活動満足度は６５％と、いずれも過去４年間で最高の数値をあげることができた。 

  今後は、生徒が仲間との交流を通して思いやりの心や不屈の精神を養い、それらを磨いていけるよう、指導 

環境を更に充実させていくことが求められる。 

 

４  募集対策、広報活動 

  学校見学会・説明会等では、生徒による運営及び部活動紹介の形態を取り入れた。 

  ホームページは３５５ 回、ツイッターは１７９回更新し、動画は１３本制作した（視聴回数１６２０ 回）。 

広報誌（有徳通信）は６回発行した。ホームページには新たに受検者向けのページを設置した。 

  説明会や相談会では、落ち着いた学習環境、立地、進路希望に応じた選択科目等教育課程の内容、看護志願 

者への手厚い指導等、本校の魅力を積極的に PR した。また、４０件の私塾を訪問した。 

学校開放の観点から、夏季休業期間に小学校５，６年及び中学生対象の「わくわく理科実験講座」を５日１５ 

時間、中学生を含む都民を対象に９月から１０月まで「篆隷書法講座」を５日１５時間、１月から２月まで 

「行草書法講座」を５日１５時間、小学校５，６年及び中学生対象のラグビー公開講座を９月から３月まで  

２０日２０時間実施した。 

  第一次募集の応募倍率は０．８９倍で定員に及ばなかったが、第二次募集の応募倍率は１．０５倍となり、 

２２名が入学して３年ぶりに定員を充足した。 

  徐々に広報活動の成果が出てきており、着実に本校を第一希望の生徒が増えてきている。次年度は今年度   

達成できなかった、中学校進学対策委員会の志願倍率及び第一次募集の応募倍率１倍超えを目指していく。 

 

５ 組織運営 

  服務の厳正と個人情報の適正な管理のために、年度当初及び学期に１回以上悉皆研修を実施するとともに、

平素から継続的に注意喚起し、服務事故ゼロを達成した。 

  電子起案を推奨し、迅速で確実な文書管理を徹底した。 

  OJT ガイドライン及び執務ガイドラインに基づき、協働体制を構築し、職責を意識した人材育成のラインを

確立し、リーダー層の教職員が適切に業務を進行管理できる校内体制構築を目指してきたが、十分に目標を

達成することはできなかった。 

校内分掌、委員会及び PT 等の意義と役割を踏まえ、整理・再構成を図った。 

今まで個人の力に頼ってきたために組織的に取り組まれておらず、業務が停滞することが度々あった。情報

の共有化に努めるとともに、学校評価の結果を活かし、全教職員が当事者意識をもって学校の課題を把握し、

改善に向けて具体的方策を考察して実行に移していく必要がある。 

学校経営計画策定に当たっては、都の指定校事業や推進事業等を積極的に活用し、各教職員の培ってきた 

教育実践の融合を図っていくことで、協力・協働による教育活動を実践することを目指していたが、その  

成果が十分であったとはいえない。次年度は周知・連絡方法を改善し、教職員のコンセンサスを得ることに

一層力を入れていく必要がある。 

 

６ 働き方改革 

  連絡事項はホワイトボードを活用して周知を図り、前年度週３回行っていた朝打ち合わせを廃止して真に 

必要な時だけにして生徒対応及び諸準備の時間を確保するようにした。 

諸会議においてペーパーレス化を推進し、印刷や配布時間を８割程度削減した。それに伴って、各教職員が  

自発的に必要な情報を整理・記録すること、情報発信は計画的・継続的に行っていくことが必要となる。 

  TAIMS の持ち出しや自宅勤務等ができるようになったことで、各方面から夜間や深夜のメールが急増した。 

  教職員が勤務時間内に校務を処理できるようにするため、タイムマネジメントが一層重要になってくる。 

 


